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表題 資料名 発行年月日 頁

第⼀章 国内・道内政治①

第⼀節 田中道政の誕生とその基盤

（１） 北海道開発への期待感のなかで

1 ＧＨＱとの折衝と食糧・石炭

 ①イギリス駐⽇大使の北海道観 〔Bevin宛Gascoigne書簡〕「JAPANESE GOVERNMENT POLICY: VIEWS OF MR. YOSHIDA」

（「Foreign Office: Confidential Print Japan」所収） 58

 ②食糧問題と「北海道開拓庁」構想 「北海道開拓庁問題に関する件」 1947.3.27 58

 ③⽥中・アイケルバーガー会談 「アイケルバーガー中將と知事との會見報告の件」 1947 60

 ④⽥中道政の出発時点の回顧 『北海道行政の新方向』 1951 62

2 経済官庁の北海道開発論

 ①大蔵官僚の北海道開発論 「北海道雑感」

（大蔵省「愛知⽂書 戦後財政史資料 金融行政・金融政策(32) 出張会議等」所収）

1948.8.23 63

 ②安本官僚の北海道開発論 「農業部門（其の一）」（経済安定本部「北海道出張報告綴」一九四⼋年 所収） 64

 ③ＴＶＡ研究懇談会の北海道開発論 「北海道開發に關する意見」（「都留重人名誉教授寄贈資料」所収） 66

3 二期目に入る田中道政

 ①行政の⺠主化と能率化 『北海道行政の新方向』 1951 67

 ②多数講和論のなかの再選 〔Morrison宛Clutton書簡〕（「Foreign Office: Confidential Print Japan」所収） 1951.5.7 68

 ③道政の「フィクサー」としての平野晁 『平野晁の軌跡』 1991 69

4 北海道開発議員連盟の陳情 〔Joseph M. Dodge宛苫米地英人ほか五名書簡〕（THE JOSEPH M, DODGE PAPERS,

「Japan, 1951」Box2, Correspondence2所収）

1951.11.26 69

5 行政合理化への農業委員会の反対 〔松本治一郎宛大柴尊訓書簡〕「要望書」（箱NO.N2「④九州外（関東・関⻄）関係」所収） 1954.1.13 71

（２） 農地改⾰問題と北海道庁

6 農地委員会による組織化

 ①道農地委員の推薦工作 〔喜多幸章宛松田松次郎書簡〕 1947.1.14 72

 ②委員選挙への立候補 〔喜多幸章宛小坂小次郎書簡〕 〔1947.〕1.14 72

 ③炭鉱労働から農⺠運動へ 〔喜多幸章宛新納弘作書簡〕 1947.1.16 73

7 農地改革をめぐる協調と対立

 ①都市農地解放促進委員会の対道庁交渉

「都市農地解放促進委員会議事録」

（「⽊原実⽒所蔵 農⺠運動関係資料 一九四⼋年一〜七⽉」所収）
1948 74

 ②⽥中道知事の回答書 「回答書」（「⽇農 各府県連報告 1949」所収） 1949 76
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表題 資料名 発行年月日 頁

 ③⽇農道連と農地委員会の対立 「聲明書」（「⽇農 各府県連報告 1949」所収） 1949 77

8 天然資源局による道庁批判 「北海道出張報告」（大和田啓氣関係文書一八「極秘」所収） 1948.10.11 79

（３） 北海道への外資導入構想

9 天北炭砿とアメリカ資本

 ①ランドエアー社への稚内市⻑の要望 「⻄岡斌書簡」（「⽊内信胤⽂書」所収） 1953.11.2 81

 ②ランドエアー社への⽥中知事の要望 「田中敏文書簡」（「木内信胤文書」所収） 1953.11.3 82

10 国連の技術援助と泥炭地開発

 ①吉⽥茂の北海道泥炭地開発論 「北海道開発に関する国際連合の技術援助要請の件」（〔外務省〕大臣官房総務課「国連食糧農業機関技術援助関係一件

北海道泥炭地開発関係」一巻 一九五⼋年 所収）

1953 84

 ②技術援助をめぐる三省庁合意 「閣議決定（案）」（〔外務省〕大臣官房総務課「国連食糧農業機関技術援助関係一件

北海道泥炭地開発関係」一巻 一九五⼋年 所収）

1954 84

 ③世銀借款構想の浮上 『⽯狩川水域泥炭地開發計画槪要』 1954 85

11 北海道の経済人たち

 ①ドッジによる北海道財界訪問団への返書 〔阿部睃宛Joseph M. Dodge書簡〕

（THE JOSEPH M, DODGE PAPERS,「Japan, 1951」Box2, Correspondence1所収）

1951.9.18 87

 ②島本融（道銀頭取）と⻄ドイツ連銀 〔Otmar Emminger宛島本融書簡〕「Institute for Economic Trends (Japan)」 1969.7.4 87

12 旧財閥による開発構想（一部）

 ①鮎川義介の北海道開発論 「THE HIGHWAY MEASURES FOR REHABILITATION OF JAPAN'S ECONOMY」

（「Aikawa, Yoshisuke, 1950」David E. Lilienthal papers, Box359所収）

〔1949〕 88

 ②⽥中知事の三井・三菱への働きかけ 〔田中敏文日記〕 1958.6.17 89

第⼆節 占領期北海道の政党政治

（１） 北海道における政党政治の再生

13 吉田茂自由党総裁の北海道遊説 「第１号 吉⽥⾃由党総裁一行北海道盛岡遊説記」（「安斎正助⽂書」所収） 1947 91

14 本名武の回顧 『十勝毎日新聞』 1984.7.2 94

『十勝毎日新聞』 1984.7.3 95

『十勝毎日新聞』 1984.7.4 95

15 北海道連絡調整事務局の左派政党観 「半⽉報」⼆七号（連合軍の本土進駐並びに軍政関係一件 軍政関係

連絡調整地方事務局執務報告書綴 第２巻（北海道２）」所収）

1949 96

16 戦前政党政治との連続 「北海道第一区選挙区関係」（「浅沼稲次郎関係文書（その３）」所収） 97

17 日本共産党の議会戦略と女性・子供の動員

 ①柄澤とし⼦の⾒た国会 『トラクター』七号 1946.9.21 98
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表題 資料名 発行年月日 頁

 ②婦⼈と⼦供による⾰命 「⻘年婦⼈⼦供間の活動についての分科の結語」（「地方党会議報告集」所収） 101

（２） 社会党道連と党本部の緊張

18 道連による党本部機構改革構想 「本部の桜機構改革を建議する」 102

19 ⻘票組への社会党道連の対応 「日本社会党北海道支部連合会第二回地方委員会議事録(抄録)」 1948.7.11・12 106

20 社会党道連報告（岡田春夫問題） 「⽇本社会党北海道⽀部連合会期間報告 昭和23年↔25年」 1950 109

21 山中・境復党問題

 ①⼭中⽇露史復党問題 「党報外通達第三九号山中日露史君復党に関する件」（「日本社会党関係資料」所収） 1948 111

 ②境一雄脱党問題 「〔電報綴〕（地区大会、境代議士脱党の件）」（「日本社会党関係資料」所収） 1948 111

22 労災病院誘致をめぐる対立 『岩見沢新聞』 1953.8.15 111

『岩見沢新聞』 1953.8.24 112

『岩見沢新聞』 1953.9.2 113

（３） 与党社会党の大敗と⺠主協議会

23 社会党道連報告（第24回衆院選前後）

 ①⺠主協議会をめぐる攻防 「⽇本社会党北海道⽀部連合会期間報告 昭和23年↔25年」 1950 114

 ②「愛国社会党」構想 「北海道一党員書簡」（「浅沼稲次郎関係文書（その３）」所収） 1949.1.27 116

24 社会党道連報告（第二回参院選） 「⽇本社会党北海道⽀部連合会期間報告 昭和23年↔25年」 1950 117

25 横路節雄による道連の再建と組織化

 ①道連への一本化の要請 「道連指⽰第三号 ⽀部報告提出要求」「道連指⽰第四号 道議会に対する陳情請願について」

（「日本社会党関係資料」所収）

1949 118

 ②⽀部・地方協議会・オルグ 「当面の組織方針」（「浅沼稲次郎関係文書（その３）」所収） 119

26 共産党北海道地方委員会の攻勢 「日本共産党北海道地方委員会の細胞会議についての決定事項」

（「国鉄反共連盟・同⺠主化同盟資料 第一」所収）

120

第三節 独立後の北海道開発と政党

（１） 北海道開発と政党間の競合

27 北海道総合開発の公聴会記録 「昭和⼆十四年五⽉九⽇（於 道庁新館会議室）北海道総合開発に関する公聴会速記録」

（｢吉村文庫（４）｣所収）

1949 123

28 保守合同期の北海道開発と諸政党

 ①与党の政策決定過程のなかの北海道 「北海道開発審議会懇談会議事速記録」（「公文書綴」所収） 1955 126

 ②野党社会党による北海道開発論 「鉱工業小委員会第一回議事速記録（抜粋）昭和三十年五月」（「公文書綴」所収） 1955 128
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表題 資料名 発行年月日 頁

29 田中知事・佐久間副知事主導の開発

 ①知事と副知事による分業 「MONTHLY CIVIL AFFAIRS ACTIVITIES REPORT JULY 1950」（『Records of the Adjutant

General's Office (RG 407) World War II Operations Reports 1940-1948』所収）

1950.7 129

 ②鷹泊ダムプロジェクト 「MONTHLY CIVIL AFFAIRS ACTIVITIES REPORT JULY 1950」（『Records of the Adjutant

General's Office (RG 407) World War II Operations Reports 1940-1948』所収）

1950.7 130

 ③釧路への⽇銀誘致の決定 『航跡⼆十年 わが断層記』 1975 132

（２） 北海道分県反対から利益政治へ

30 北海道分県論の時代

 ①⾃⺠党道開発調査特別委員会での議論 『分県論資料』21、34、31 133

 ②広川弘禅と佐藤栄作の接近 『佐藤榮作日記』一巻 1998 138

31 分県反対運動の組織化

 ①分反協の国会活動と地域組織化 「北海道分県反対協議会道⺠会議釧路⽀部活動方針」 138

 ②分反協の成立 「分県反対運動日誌」 1956 139

32 陳情の受け皿としての二大政党

 ①社会党による冷害対策の陳情（一九五六年） 「No.11833 第四回会議報告」（淡⾕⽂庫「378 沖縄問題解決国⺠運動連絡会議等《⽇本社会党関係》」所収） 1956 142

 ②全⽇農道連の⽶価闘争（一九六五年） 「米価要求中央大会報告」 1965 143

 ③ 北海道寒地農業開発法にむけて（一九六七年） 「北海道寒地農業開発法制定促進期成会準備上京行動の経過」（「北海道農業基本構想Ⅰ」所収） 143

 ④開発庁と⼆大政党の反応 「北海道寒地農業開発法（仮称）制定促進第１次要請活動報告」（「北海道農業基本構想Ⅰ」所収） 1967 147

 ⑤農林省の反応と開発庁との調整 「北海道寒地農業開発法（仮称）制定促進第２次要請団活動報告」（「北海道農業基本構想Ⅰ」所収） 150

（３） 農⺠政党路線という選択肢

33 一九五〇年北海道の諸政党と団体

 ①道内各党の動向 「MONTHLY CIVIL AFFAIRS ACTIVITIES REPORT JULY 1950」（『Records of the Adjutant

General's Office (RG 407) World War II Operations Reports 1940-1948』所収）

1950.7 154

 ②道内各党の動向（２） 「Monthly Civil Affairs Activities Report, June 1950 (HQ, Hokkaido Civil Affairs Region, 10 Jul 1950)」

（『Records of the Adjutant General's Office (RG 407) World War II Operations Reports 1940-1948』所収）

1950.7 155

34 黎明期の農⺠運動と政治的結集の模索

 ①松浦定義（十勝農村建設連盟創設者）の苦労 『農⺠新聞』四三号（プランゲ⽂庫（新聞）） 1947.3.25 158

 ②北海道農⺠同盟の超党派路線 『農⺠新聞』九一号（プランゲ⽂庫（新聞）） 1947.7.19 159

 ③「農村政治⼒」の現状への不満 『農⺠新聞』№128（プランゲ⽂庫（新聞）） 1948.9.10 160

35 ⽇農による農⺠戦線統一の挫折

 ①⽇農からの農⺠同盟―農⺠政党の離脱 「⽇本農⺠組合北海道連合会第三回大会報告並びに議案」（「⽇農 1947〜1957」所収） 162

 ②旭川拠点の⽇農の活動の限界 「県連合会その他主体性確立同盟資料一九四八」（「99日農資料」所収） 1948 162
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表題 資料名 発行年月日 頁

 ③農⺠同盟と開拓者連盟への呼びかけ 「農⺠戦線統一に関する決議」 1949 163

36 農⺠政党運動の時代

 ①⺠⾃党の対抗軸としての農⺠新党 『北海道農⺠新聞』一三三号（プランゲ⽂庫（新聞）） 1949.2.9 163

 ②国⺠協同党の農⺠新党への接近 『戦後北海道農⺠運動史』 1968 164

 ③農⺠党構想の斜陽 『戦後北海道農⺠運動史』 1968 165

37 十勝の農⺠運動と政党政治 『農⺠同盟十年史』 1956 165

第四節 農業・労働団体の利益団体化

（１） 北海道農⺠同盟と社会党の接近

38 農⺠同盟への警戒から受容へ

 ①農⺠同盟と共産党の接近可能性 「⽇本社会党北海道⽀部連合会期間報告 昭和23年↔25年」 1950 168

 ②「反動勢⼒」としての農⺠同盟 「第四回全道大会報告書」（「日本社会党関係資料」所収） 1949 169

 ③農⺠同盟が⽀える左右社会党 「〔各地方ブロック会議報告〕」（「日本社会党関係資料」所収） 〔1953〕 169

39 左右分裂下の北海道社会党と農⺠団体

 ①農⺠団体と党の不安定な関係 「〔各地方における党勢の現況に関する資料綴〕」（「日本社会党関係資料」所収） 1953 169

 ②喜多幸章による⽇農統一派への結集論 「第七回定期大会議事録集」 1954 170

40 芽室町農⺠連盟結成趣意書（一九五⼋年） 『芽室町農⺠組織⼆十年史』 1966 171

（２） 労組の組織化と選挙

41 炭労と労農党・社会党統一問題 「〔労農党〕議事録」（笠嶋資料（政治）64_007_01） 1952 173

42 右社道連の党内統制問題

 ①浅沼稲次郎のみた道内⽀部の組織化 「北海道組織運動の件」（「日本社会党関係資料」所収） 1953 174

 ②道連による党本部への圧⼒ 「〔書簡〕（社道連緊急党三役並に道議会議員合同会議に関する件）」（「日本社会党関係資料」所収） 1954 175

43 社会党再統一後の候補者公認問題

 ①参院選公認をめぐる道内対立 『労農通信 北海道版』一五七号 1956.2.15 176

 ②国労分会による⽊下⽀持の決定 「参議員選挙地方区推せん決定について」 1956 179

 ③全道労協と網走市労協の分裂 「参院選挙事ム連絡先について」 [1956.6] 179

44 一九五五年の統一地方選挙の成功 「第六回全国地方オルグ会議報告書」（「只松祐治関係文書」所収） 1955 180

45 産炭地視察をめぐる各労組の議論 「総評北海道産炭地調査団報告書」（全道労協・国有化推進本部「石炭国有化闘争関係綴」所収） 1969.9.17~21 183

46 公明党の都市低所得者層への浸透 〔国務省宛在札幌⽶国領事電⽂〕(『Confidenial U.S. State Department central files.

Japan: Internal Affairs and Foreign Affairs, February 1963-1966』所収）

1964.12.17 185
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表題 資料名 発行年月日 頁

第⼆章 国内・道内政治②

第⼀節 町村道政と北海道の五五年体制

（１） 道庁マシーンと⾃⺠党道連

1 「道庁マシーン」の作動条件

 ①⽥中道政から町村道政への継承 『平野晁の軌跡』 1991 201

 ②道庁マシーンを⽀える⼈びと 『朝⽇新聞 北海道版』 1979.1.31 201

『朝⽇新聞 北海道版』 1979.2.1 202

『朝⽇新聞 北海道版』 1979.2.9 203

2 ⾃⺠党道連と高度成⻑への焦慮

 ①所得倍増計画下の北海道 『開発時報』一巻九号 1960.11 204

 ②北海道開発庁の悲哀 『開発時報』一巻一〇号 1960.12 205

3 町村知事のみる⾃⺠党の派閥⼒学 〔国務省宛在札幌⽶国領事電⽂〕(『Confidenial U.S. State Department central files.

Japan: Internal Affairs and Foreign Affairs, February 1963-1966』所収）

1963.10.3 206

4 町村再選下の開発審議会と⾃⺠党政治 「三十⼋年秋より私記」（「⿊沢⾣蔵資料９⽇記等４分冊の４」所収） 208

5 女性議員のリクルートメント 『北海タイムス』 1974.9.2 213

（２） 「社会党王国」の展開

6 北海道第五区の社会党代議士

 ①永井勝次郎と道東の農協・メディア 「昭和31年 衆議院手帖」「昭和35年 衆議院手帖」「昭和36年 衆議院手帖」「昭和37年 衆議院手帖」 1956~1962 215

 ②道知事選への塚⽥庄平擁立論 「昭和44年 衆議院手帖」 1969 216

 ③道東の社会党議員と衆院農林部会 「島⽥琢郎 国会散⽂記 北⾒農村新聞より」 218

7 社会党中央への北海道の不満 「No.13724 北海道ブロック会議の報告」（淡谷文庫「400 政治活動資料《日本社会党関係》」所収） 1967 219

8 道東での⾰新市⻑の定着

 ①⼭⼝哲夫釧路市⻑の再選

〔国務省宛在札幌⽶国領事電⽂〕(『Confidential U.S. State Department Central Files,

Japan : 1967-1969, Part 1: Political, Governmental, and National Defense Affairs.』所収）
1969.11.3 221

 ②吉村博帯広市⻑と⾃⺠党代議⼠ 『十勝毎日新聞』 1984.8.6 223

9 一九七四年参議院選挙

 ①炭労の「背水の陣」 「（第一号議案）参議院選挙（北海道地方区）斗争の総括」（「参議院選挙（北海道地区）」所収） 224

 ②参院選候補者をめぐる新動労の分離 「日本共産党の労働組合の私物化に抗して」 1974 227

10 高度成⻑期の共産党北海道委員会 『第十六回北海道党会議決定集』 1964 228
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表題 資料名 発行年月日 頁

（３） 道内メディアと⾃⺠党政治

11 北海道新聞と政治権力

 ①ＳＣＡＰと北海道新聞社の「左傾化」 「Movement Order No. A308-45 (US Pacific Fleet, 5th Fleet, Task Force 34 Aomori-Ominato-Hokkaido Force, Commander

Amphibious Group 3, 1 Oct 1945)」（『Records of the Adjutant General's Office (RG 407) World War II Operations Reports 1940-

1948』所収）

1945 233

 ②一万号発行への佐藤栄作の祝辞 「佐藤総理大臣祝辞（案）」（「楠田實資料第二部」所収） 235

12 北海タイムス救済問題①

 ①町村金吾・⿊澤⾣蔵による詰問 〔萩原吉太郎宛町村金吾・⿊澤⾣蔵書簡〕（「⿊澤⾣蔵資料 Ⅵ 報道（Ⅰ）北海タイムス社」「1368 タイムス社経営関係書簡（１）」所収） 1970.10.30 236

 ②経営陣の弁明と辞任表明 〔町村金吾・⿊澤⾣蔵宛萩原吉太郎書簡〕（「⿊澤⾣蔵資料 Ⅵ 報道（Ⅰ）北海タイムス社」「1368 タイムス社経営関係書簡（１）」所収） 1970.11.10 237

 ③辞任撤回にむけた説得 〔萩原吉太郎宛⿊澤書簡〕（「⿊澤⾣蔵資料 Ⅵ 報道（Ⅰ）北海タイムス社」「1368 タイムス社経営関係書簡（１）」所収） 1970.11.14 240

13 北海タイムス救済問題②

 ①タイムス社役員会での議論 「常勤役員会議事録」（「⿊澤⾣蔵資料 Ⅵ 報道（Ⅰ）北海タイムス社」「1368 タイムス社経営関係書簡（１）」所収） 1970 241

 ②道内経済界の反応 「北海タイムス懇談会（抄録）」（「⿊澤⾣蔵資料 Ⅵ 報道（Ⅰ）北海タイムス社」「1381 町村さんを囲むタイムス懇談会ご案内者名簿」所収） 1972 243

14 北海タイムスの経営危機前史（一九六三年） 「IX ⽇記書簡等４−１」（「⿊沢⾣蔵資料」所収） 245

第⼆節 堂垣内道政と⾰新⾃治体の斜陽

（１） 札幌オリンピック開催と社会の変容

15 一九六八年招致への立候補

 ①⻄⽥信一参院議員の尽⼒ 〔Brundage宛原⽥與作書簡〕（『Avery Brundage Collection Microfilm, 1908-75』BOX189所収） 1962.10.8 248

 ②東龍太郎による働きかけ 〔Brundage宛東龍太郎書簡〕（『Avery Brundage Collection Microfilm, 1908-75』BOX50所収） 1963.4.23 248

16 一九七二年招致の決定

 ①札幌のライバルとの競合 〔Brundage宛竹⽥恒徳書簡〕（『Avery Brundage Collection Microfilm, 1908-75』BOX63所収） 1965.11.27 250

〔竹⽥恒徳宛Brundage書簡〕（『Avery Brundage Collection Microfilm, 1908-75』BOX63所収） 1966.1.3 250

 ②投票順序への働きかけ 〔Brundage宛東龍太郎書簡〕（『Avery Brundage Collection Microfilm, 1908-75』BOX50所収） 1966.3.9 251

 ③ブランデージによる後押し 〔竹⽥恒徳宛Brundage書簡〕（『Avery Brundage Collection Microfilm, 1908-75』BOX136所収） 1967.6.6 252

17 自衛隊と米軍のオリンピック見学 「衣笠駿雄日誌」（「防衛庁史資料」所収） 1963~1972 252

18 成功を受けて

 ①⿊澤⾣蔵の「冬の北海道開発」構想 「三十⼋年秋より私記」（「⿊沢⾣蔵資料９⽇記等４分冊の４」所収） 253

 ②板垣市⻑へのIOC会⻑の感謝 〔板垣武四宛Brundage書簡〕（『Avery Brundage Collection Microfilm, 1908-75』BOX180所収） 1972.4.21 254

19 多様な北海道の発展への模索 「No.13943 第三五回定期大会討議資料北海道総合開発第三期計画素案」

（淡谷文庫「408 第35回党北海道本部定期大会等《日本社会党関係》」所収）

255
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表題 資料名 発行年月日 頁

20 基礎自治体の債務危機と道の対応 「北陽クラブ 元⽀庁⻑回顧記 ⽀庁時代の想出〔原稿〕 第32代渡島⽀庁⻑ 松⽥幸男」 256

（２） ⾰新⾃治体と社会党の苦境

21 革新自治体側のみる北海道の危機

 ①地方⾃治懇談会での⼭内敏雄の発⾔ 「地方自治懇談会（記録）（「飛鳥田一雄資料」所収） 1976 258

 ②全国⾰新市⻑会幹事会での釧路市企画室⻑の発⾔ 「全国⾰新市⻑会幹事会」（「⾶⿃⽥一雄資料」所収） 260

22 五十嵐広三の道知事選擁立 「告示後前半を終了しての情勢と緊急対策推進についての指示」

（「全道労協 単産党員協関係ー道政奪還⽃争総行動委員会ー １９７８〜１９７９年」所収）

1979 261

23 一九八三年衆院選での政党間競争 「第三十七回衆議院議員総選挙闘争についての地方総括案のまとめ」

（同「選挙運動日本社会党道本部第65回定期大会資料―第37回衆議院選闘争総括―１９８４年」所収）

1984 262

24 野党多党化のなかの組織化努力

 ①道本部による国会議員秘書団の統制論 「No.13935 社会党北海道本部第三十五回大会資料在道秘書団の任務について」

（淡谷文庫「408 第35回党北海道本部定期大会等《日本社会党関係》」所収）

263

 ②農⺠団体との地盤割りの⾮調整（一九七七年参院選） 「つしま孝且選対得票活動の問題点（地盤割り）」（参議院選合同闘争本部「選挙運動 参議院選闘争方針 １９７０〜８０年」所収） 265

 ③一九⼋三年衆院選での労農連携 「第２号議案総選挙闘争の総括について」（全道労協・⽇本社会党道本部「選挙運動 衆参両選挙闘争総括 １９８０②」所収） 1984 266

（３） ⾃⺠党各派閥のテコ入れ

25 中川一郎の台頭と⻘嵐会

 ①中川一郎の政界⼊りによる波紋 『十勝毎日新聞』 1984.8.5 267

 ②一九七九年衆院選での「中川旋⾵」 「議案第一号 第三十五回衆議院議員総選挙闘争総括（案）」

（参議院選合同闘争本部「選挙運動 参議院選闘争方針 １９７０〜８０年」所収）

1979 268

 ③逆⾵のなかの道内⾃⺠党員の急増 「北海道拡大選挙協⼒委員会資料」（参議院選合同闘争本部「選挙運動 参議院選闘争方針 １９７０〜８０年」所収） 1980 269

 ④中川派の拡大にむけて 『北海道グラフ』１（「昭和56年度 領土対策関係綴」所収） 1982 270

26 大平派の苦労

 ①一九七四年参院選の混乱とロッキード事件 『大平正芳秘書官日記』 2018 271

 ②大平派・福⽥派・三⽊派・中川派の競合 「北海道二区の情勢分析」（「三木武夫関係資料」所収） 1976 273

27 新⾃由クラブへの⾃⺠党の対応 「日本社会党網走ブロック合同選対市町村代表者会議」

（全北海道労働組合協議会・日本社会党道本部「選挙運動丸谷かねやす選対１９７７年」所収）

1977 275

28 ロッキード事件後の⾃⺠党道連

 ①⾃⺠党道連における党近代化論の台頭 「政治腐敗の防⽌について 選挙制度の改正について 51年・全国代表者会議提案」〔罫紙は⾃⺠党道連〕

（「オンライン版三木武夫関係資料」所収）

1976 277

 ②佐藤孝行の公認取り消し 「衆議院議員選挙公認に関して」（「オンライン版三木武夫関係資料」所収） 1976 278

第三節 横路道政の開始と社公⺠路線

（１） 社会党―公明党の政策協定
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表題 資料名 発行年月日 頁

29 一九七七年釧路市⻑選と社公接近の模索

 ①公明党の離反の帰結としての敗北 「全道労協社会党々員協議会の社会党道本部大会対策に関する意志統一」

（「全道労協 単産党員協関係 選挙⽃争合同本部 １９７６〜１９７８」所収）

1977 279

 ②全道労協の公明党接近論 「全道労協単産社会党々員協協議事項」（全道労協「全道労協 単産党員協関係 選挙⽃争合同本部 １９７６〜１９７８」所収） 1977 280

30 一九七八年の選挙協力構想

 ①公明党との事務レベル会談 「社会党単産党員協検討事項」（全道労協「全道労協 単産党員協関係 選挙⽃争合同本部 １９７６〜１９７８」所収） 〔1978〕 281

 ②公明党との選挙協⼒交渉の進展 「公明党・共産党など社会党以外の各野党との選挙協力についての全道労協の態度と具体的対策ならびに他労働団体との連携につい

て」（全道労協「全道労協 単産党員協関係 選挙⽃争合同本部 １９７６〜１９７８」所収）

1978 282

 ③登別市⻑選における社公協⼒問題 「実施案」（全道労協「全道労協 単産党員協関係ー選挙⽃争合同本部ー１９７６〜１９７８」所収） 〔1978〕 285

31 一九七九年道知事選後の揺り戻し 「第２号議案５４年統一⾃治体選挙闘争の総括（案）」（全道労協「選挙運動 選挙結果表 １９７６・７９年」所収） 1979 288

32 社公連携路線の再選択と共産党の排除

 ①社会党道本部の共産党批判 「第十⼆回参議院議員通常選挙 第三十六回衆議院議員総選挙闘争総括（草案）」

（全道労協・⽇本社会党道本部「選挙運動 衆参両選挙闘争総括 １９８０②」所収）

1980 290

 ②横路道政下での反共親公路線の確立 「単産代表者会議」（全道労協・道合選「選挙運動 参議院選 １９８３年①」所収） 1983 292

（２） 横路ブームの到来

33 横路札幌市⻑構想の挫折

 ①横路の擁立をめぐる混乱 「札幌市⻑候補選定についての経過と今后の対策」

（全道労協「全道労協 単産党員協関係ー選挙⽃争合同本部 １９７６〜１９７８」所収）

1978 293

 ②⼆度の会談と横路の峻拒 「札幌市⻑候補選定対策の現状と今后の進め方について」

（全道労協「全道労協 単産党員協関係 選挙⽃争合同本部 １９７６〜１９７８年」所収）

〔1978〕 296

34 一九八〇年衆参同日選の混乱 「第３６回衆議院第１２回参議院委員選挙総括について（案）」

（全道労協・⽇本社会党道本部「選挙運動 衆参両選挙闘争総括 １９８０②」所収）

298

35 横路路線のもとでの総選挙

 ①横路知事と全道労協のあいだの緊張 「六月十六日付道新報導による自衛隊第二師団創立記念式典に対する横道知事メッセージについての見解」

（全道労協・道合選「 選挙運動 参議院選 １９８３年①」所収）

1983 299

 ②一九⼋三年参院選と「横路票」 「必勝を期して―闘いのすすめ方―」（全道労協・道合選「選挙運動 参議院選 １９８３年①」所収） 1983 300

（３） 選挙制度をめぐる⾃治体の模索

36 立会演説会の存続をめぐる議論 「昭和50年第3回千歳市選挙管理委員会会議録」（「昭和49・50年千歳市選挙管理委員会会議録」所収） 1975 302

37 小選挙区制反対論（夕張市議会）
『⺠報ゆうばり』五七〇号 1991.6 304

第四節 冷戦終結後の政党再編と北海道

（１） ⾃社さ政権の成立とアイヌ文化振興法

38 ⻲井静⾹による尽⼒ 『萱野茂後援会ニュース』vol.2 1995.9 306
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表題 資料名 発行年月日 頁

39 自社さ政権下での議論（一九九五年） 『アイヌ文化振興法成立私史』 2011 306

40 社会党におけるアイヌ代表の擁立 『アイヌ文化振興法成立私史』 2011 309

41 ⺠主党北海道による擁立の断念 『アイヌ文化振興法成立私史』 2011 309

42 アイヌ⺠族問題と部落差別問題

 ①戦前期の部落解放運動との連帯 〔松本治一郎宛井上欽⼆書簡〕（「松本治一郎関係資料 箱16-1の2509」所収） 1934 311

 ②東本願寺爆破事件後の教団と岡⽥春夫 〔清亮、殿平善彦、泉惠機書簡〕（「⺠衆史道連（一九七九年）」所収） 311

 ③⾃社さ政権下の社会的差別撤廃基本法試案 『アイヌ文化振興法成立私史』 2011 313

（２） 幻の横路新党から⺠主党へ

43 渡辺嘉蔵日記（細川内閣から村山内閣） 『渡辺カ三政治日記（中）』 1998 314

44 社⺠党道連から⺠主党道連へ

 ①「リベラル北海道」の誕⽣ 「新しい政党づくり〔第Ⅲ次新党結成プログラム〕」（⾃治労北海道本部総合研究室「「⺠主党の研究」第１回研究会」所収） 2002 318

 ②「⺠主党発祥の地」としての北海道 「「⺠主党」北海道結成に向けた社⺠党道連合の基本対応について（案）――第Ⅳ次新党結成プログラム――」

（⾃治労北海道本部総合研究室「「⺠主党の研究」第１回研究会」所収）

1996 320

45 渡辺嘉蔵⽇記（内閣官房副⻑官として） 『渡辺カ三政治日記（下）』 2000 321

46 鳩山―横路対立の顕在化

 ①鳩⼭幹事⻑と道内の候補者調整 『鳩山由紀夫インタビューセレクト』 2009 323

 ②⺠主党・⾃由党の合同 『鳩山由紀夫インタビューセレクト』 2009 324

第三章 防衛・治安

第⼀節 敗戦直後の不安と動乱

（１） 旧軍・警察関係者たちの「戦後」

1 軍人における「終戦」

 ①敗戦直後の札幌地区鉄道司令部 〔小畑敏四郎宛出口芳雄書簡〕（「小畑敏四郎関係文書」所収） 1945.8.24 341

 ②「異⼈浪⼈」における「敗戦の悲哀」 〔小畑敏四郎宛出口芳雄書簡〕（「小畑敏四郎関係文書」所収） 1946.4.20 342

 ③敗戦直後の第５方⾯軍作戦参謀（⽇記） 文庫委託四四四「田熊利三郎中佐陣中日記当時５ＨＡ参謀」北東・全般・49 1945 343

2 華鮮⼈騒擾事件と⼈⺠裁判事件

 ①中国⼈労働者の実⼒行使と警察 『北海警友』二二巻一一号 1967.11 345

 ②共産党系労組による実⼒行使 『北海警友』二三巻一号 1968.1 347

3 警察予備隊を通じた北海道防衛の試算 「⽬⿊集会紀事議事要領」（『堂場⽂書：一般財団法⼈平和・安全保障研究所所蔵』所収） 1950 350
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4 山本善雄グループの危機感 「北海道防衛問題研究資料」(「山本（善雄）資料」所収) 1954 351

（２） 日本共産党の⾰命運動の活性化

5 北海道地方党会議の開催
「北海道地方党會議（一九四五年十二月十五日於札幌）」（「地方党会議報告集」所収） 1945 354

6 組織化の展望とその限界

 ①道内党組織の伸び悩み 「第六回地方党會議より第七回地方党會議開催に至る迄の党活動の成果と自己批判」（「地方党会議報告集」所収） 357

 ②「空白町村」と「空白部落」 「第七回北海道地方党会議報告・決定集」（「地方党会議報告集」所収） 358

7 党内統制と財政

 ①道内党員の把握・教育・融和 「統制問題についての報告（草案）」（「地方党会議報告集」所収） 361

 ②党防衛としての財政活動 「第八回地方党会議財政分科会結語」（「地方党会議報告集」所収） 363

8 統一戦線の模索

 ①社会党、労農党との関係 「戦線統一と党拡大分科會の結語」（「地方党会議報告集」所収） 365

 ②社会党への圧⼒と社会党からの批判 『トラクター』一四号 1947.1 366

9 北海道における共産党勢力の盛衰 〔駐日英国大使館在日英国連絡代表部宛イギリス外務省局当局書簡〕（『FO371/92523』所収） 1951.1.9 367

（３） 防衛・治安の最前線として

10 道警の誕生

 ①北海道の⾃治体警察の課題 『堂場文書：一般財団法人平和・安全保障研究所所蔵』 2013 368

 ②北海道の警察の課題と共産党対策 「November Survey: Hokkaido-Region I[1948.11, 12]」（「-General File, 1946 - 1950」所収） 1948 369

11 内務省の道内テロ対策への不信感 「Investigation of political terrorism in Hokkaido, memorandum from Hussey to Whitney」

（『Occupation of Japan Part3（Reform, recovery and peace 1945-1952）』所収）

1947.4.24 372

12 吉田茂が警戒するプロパガンダ浸透 「FJ1019/3 RECORD OF AN INTERVIEW BETWEEN SIR G.SANSOM AND GENERAL MACARTHUR」（『FO410/148』所収） 1951.1.22 373

13 警察予備隊の誘致運動 「執務月報」五七号

（「連合軍の本土進駐並びに軍政関係一件 軍政関係 連絡調整地方事務局執務報告書綴 第３巻（北海道３）」所収）

1950.10 373

第⼆節 冷戦の開始と北海道防衛・防共

（１） 再軍備のなかの北海道防衛構想

14 ダレス訪日をめぐって

 ①ソ連侵攻への統合参謀本部の懸念 〔マッカーサー宛統合参謀本部電信〕（『DOCUMENTS OF THE JOINT CHIEFS OF STAFF OF THE UNITED STATES 1948-1953』

Vol.３所収）

1951.1.3 375

 ②マッカーサーによる懸念の払拭 〔統合参謀本部宛マッカーサー電信〕（『DOCUMENTS OF THE JOINT CHIEFS OF STAFF OF THE UNITED STATES 1948-1953』

Vol.３所収）

1951.1.4 375

15 独立後の北海道防衛をめぐる緊張

 ①増原惠吉防衛庁⻑官の対⽶折衝 「Conference between Vice Director-General Masuhara and Colonel Landrum, memorandum for record」

（『Rearmament of Japan Part1』所収）

1952.12.31 376
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 ②北海道の防衛責任と北部方⾯隊の不満 「Report of joint training exercise, Chitose AB,22-25 Feb 54, memorandum with attachments from Randall to Commander, 315th

Air Division」（『Rearmament of Japan Part2』所収）

378

16 北海道防衛の担い手の日本化

 ①海原治の回顧 「海原治口述詔書「国防の基本方針」について」 1982 379

 ②加藤陽三の感慨 「加藤陽三⽇記 抜粋⼝述 ⾃昭和⼆五年至昭和⼆九年 ⼆/四」 1982 380

17 一九五四年における米軍の北海道撤退

 ①林・ヒギンズ会談 「North camp Airstrip, Ministry of Finance and Air Force training, conference report by Aka」

（『Rearmament of Japan Part2(1953-1963)』所収）

1954.6.17 381

 ②北海道防衛をめぐる⽇⽶間の問答 「Japan JSC discussion as to the assumption by Ground Self Defense Forces of complete responsibility for ground defense of

Hokkaido, memorandum from Hayes」（『Rearmament of Japan Part2(1953-1963)』所収）

1954.8.23 381

18 黎明期の北海道自衛隊員の状況 「衣笠駿雄日誌」（「防衛庁史資料」所収） 1963~1972 383

（２） 保安隊・道警による防共工作

19 保安隊による北海道調査 「昭和⼆十七年⼋⽉⼆十九⽇ 北海道方⾯警備地誌調査報告」 1952.8.29 384

20 日鋼室蘭争議と道警 「日鉱室蘭争議の総括とその特徴（日共の統一行動戦術を中心に）」 1955 387

21 天皇の北海道観と行幸問題

 ①北海道巡幸構想と⽇⽶関係 『昭和天皇拝謁記』１ 2021 392

『昭和天皇拝謁記』３ 2022 393

 ②道知事・道議会による巡幸懇請 「執務月報」五二号

（「連合軍の本土進駐並びに軍政関係一件 軍政関係 連絡調整地方事務局執務報告書綴 第３巻（北海道３）」所収）

1950.5 394

 ③北海道の共産勢⼒と軍隊 「Arms school. National Safety Force, students and vehicles, conference report between Hayashi and Higgins」（『Rearmament

of Japan Part2(1953-1963)』所収）

1954.6.10 394

22 道警による増員要求（一九五九） 「昭和三十四年十一⽉ 警察官の増員要求について」 1959 395

（３） 左翼学生運動のなかの北海道

23 黎明期の道学連と北海道大学

 ①北大細胞の活動状況 「信任状 第三四号 出張報告」（「初期全学連資料15-27」所収） 397

 ②全学連の苛立ちと法⽂学部学⽣会の対策 「北海道地方報告（２）」（「初期全学連資料15-32」）所収） 1949.8.21 398

 ③京大天皇事件への北大⽣の反応 「一九五一年十一⽉廿五⽇全国⾃治会代表者会議々事録 報告及び討論内容」（「京大天皇事件関係資料」所収） 1951 401

24 ⾃⺠党治安対策特別委員会の報告 「昭和三十四年八月十日北海道に於ける学生運動並に左翼運動等に関する報告」 1959 401

25 一九六八年の北海道の学生運動

 ①新左翼の伸び悩みと⺠⻘の伸⻑ 〔国務省宛在札幌⽶国領事電⽂〕(『Confidential U.S. State Department Central Files, Japan : 1967-1969, Part 1: Political,

Governmental, and National Defense Affairs.』所収）

1968.3.1 404
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 ②チェコスロバキア侵攻後の変化 〔国務省宛在札幌⽶国領事電⽂〕(『Confidential U.S. State Department Central Files, Japan : 1967-1969, Part 1: Political,

Governmental, and National Defense Affairs.』所収）

1968.9.10 406

第三節 各国（総）領事館のみた北海道

（１） 冷戦初期の米国における脅威認識

26 ウィリアム・シーボルトの北海道観 「The Acting Political Adviser in Japan (Sebald) to the Secretary of State confidential Tokyo, November 9, 1948」

（『Foreign Relations of the United States, 1948, The Far East and Australasia, Volume VI』所収）

1948.11.9 409

27 北海道における防衛意識の低さ 〔国務省宛駐札幌公使電⽂〕(『Confidential U.S. State Department Central Files, Japan : 1967-1969, Part 1: Political,

Governmental, and National Defense Affairs.』所収）

1968.1.26 410

（２） ⼀九六〇年代の米国領事館とソ連

28 駐日ソ連外交官たち

 ①在札幌ソ連総領事館員の「移動の⾃由」 「2018-0102 ⽇ソ関係（在大阪及び在札幌ソ連総領事館に係わる若干の問題）」 413

 ②ポリャンスキー大使の道東訪問 「2018-0102日ソ関係（ポリャンスキーの釧路訪問（日ソ漁業共同事業）5.15）」 414

29 米国大使館高官の北海道訪問

 ①ヴァス公使・エマーソン公使の来札 〔国務省宛在札幌⽶国総領事電⽂〕(『Confidenial U.S. State Department central files. Japan: Internal Affairs and Foreign Affairs,

February 1963-1966』所収）

1965.9.14,

1966.3.31 415

 ②マイヤー大使の北海道訪問 〔国務省宛在札幌⽶国領事電⽂〕(『Confidential U.S. State Department Central Files, Japan : 1967-1969, Part 1: Political,

Governmental, and National Defense Affairs.』所収）

1969.9.8 418

30 ソ連の対北海江接近への警戒

 ①経済交流の高揚と姉妹都市の増大 〔国務省宛在札幌⽶国総領事電⽂〕(『Confidenial U.S. State Department central files. Japan: Internal Affairs and Foreign Affairs,

February 1963-1966』所収）

1966.4.28 419

〔国務省宛在札幌⽶国総領事電⽂〕(『Confidenial U.S. State Department central files. Japan: Internal Affairs and Foreign Affairs,

February 1963-1966』所収）

1966.12.15 420

 ②在札幌ソ連総領事館の設置と波紋 〔国務省宛在札幌⽶国領事電⽂〕(『Confidential U.S. State Department Central Files, Japan : 1967-1969, Part 1: Political,

Governmental, and National Defense Affairs.』所収）

1968.9.17 423

31 米国総領事館によるポリオ支援 〔国務省宛在札幌⽶国領事電⽂〕(『Confidential U.S. State Department Central Files. Japan: Internal Affairs and Foreign Affairs,

1960-January 1963』所収）

1960.8.9 424

32 ソ連のホッキョクグマ外交 『十勝毎日新聞』 1966.2.6 425

『十勝毎日新聞』 1966.6.3 426

（３） 札幌韓国総領事館と東アジア冷戦

33 在札幌大韓⺠国総領事館の活動（一九六⼋） 〔国務省宛在札幌⽶国領事電⽂〕(『Confidential U.S. State Department Central Files, Japan : 1967-1969, Part 1: Political,

Governmental, and National Defense Affairs.』所収）

1968.1.26 427

34 一九七五年の本国宛報告 「公館活動報告 - 札幌（札幌、日本）総領事館、1975」 1975.3.14 428

35 一九八〇年の本国宛報告① 「公館活動報告 - 札幌（札幌、日本）総領事館、1980」 1980 433
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36 一九八〇年の本国宛報告② 「公館活動報告 - 札幌（札幌、日本）総領事館、1980」 1980 436

第四節 デタント〜新冷戦期の防衛構想

（１） 三次防・四次防のなかの北海道防衛

37 北海道一時放棄論の不可能 「海上防衛戦略を考える前提事項について」（「防衛庁50年史関連寄贈資料31」所収） 1966 449

38 丘珠空港問題 「衣笠駿雄日誌」（「防衛庁史資料」所収） 1963~1972 449

39 海空技術調査会による海原治批判 「自主防衛と対潜問題（追補）」（『堂場文書：一般財団法人平和・安全保障研究所所蔵』所収） 1971 450

40 恵庭・⻑沼事件と北海道視察 「衣笠駿雄日誌」（「防衛庁史資料」所収） 1963~1972 452

（２） 日米ガイドライン下の北海道防衛

41 ソ連北海道侵略の可能性 「久保防衛事務次官ワシントン滞在間の会談要旨（防衛情報）」（「防衛庁50年史関連寄贈資料33」所収） 1976 454

42 北海道侵攻のシナリオ 「航空装備に関する考察」（「防衛庁50年史関連寄贈資料42」所収） 455

43 ソ連太平洋艦隊への対応（一九七八年） 「北日本周辺海域の冬期における警備及び監視の現状と問題点について」（「高級幹部会同（53年1／2）」所収） 1978 456

44 大湊地方隊による地域広報活動 「北方海域における艦艇部隊の訓練等について」（「高級幹部会同（57年３／３）」所収） 459

45 新冷戦下の北方領土 「第20回自衛隊高級幹部会同における事務次官説示」（「高級幹部会同（５９年）２／２」所収） 1984 461

（３） ミグ25事件と大韓航空機撃墜事件

46 外務省レベルの対応 「北海道知事の宮沢外相への至急電」（「2021‐0096ベレンコ・ソ連空軍パイロット亡命事件（ミグ２５事件）」所収） 1976 462

47 Mig-25事件について

 ①警察から⾃衛隊へ （「防衛庁50年史関連寄贈資料8」所収） 462

 ②航空⾃衛隊関係者の回顧 『オーラルヒストリー ⽇本の安全保障と防衛⼒⑤ 村⽊鴻⼆ 〈元航空幕僚⻑〉』 465

48 大韓航空機事件と慰霊をめぐる交渉

 ①旭川第⼆師団と大韓航空機事件 『オーラルヒストリー ⽇本の安全保障と防衛⼒⑪ 宮本敏明〈元中部方⾯総監〉』 465

 ②弔意団の派遣の延期 〔外務大⾂宛前⽥大使電信〕(「大韓航空機サハリン沖撃墜事件 2017−0399 」所収) 1983.9.3 466

 ③慰霊祭のための特別機派遣要請 〔外務大⾂宛前⽥大使電信〕(「大韓航空機サハリン沖撃墜事件 2017−0399 」所収) 1983.9.12 466

 ④政治的慰霊碑への稚内市の当惑 「大韓航空機撃墜事件（慰霊碑建設計画）」(「大韓航空機サハリン沖撃墜事件 2014-2415 」所収) 1983 467

 ⑤稚内市⻑と公安⽂化協会の和解 「大韓航空機撃墜事件（慰霊碑建設計画）」(「大韓航空機サハリン沖撃墜事件 2014-2415 」所収) 1983 468

49 冷戦終結後の北海道

 ①北方重視政策からの転換 『オーラルヒストリー ⽇本の安全保障と防衛⼒⑥ 冨澤暉〈元陸上幕僚⻑〉』 468

14



表題 資料名 発行年月日 頁

 ②奥尻島への災害派遣と横路知事 『オーラルヒストリー ⽇本の安全保障と防衛⼒④ 林崎千明〈元海上幕僚⻑〉』 470

第四章 外交・国際関係

第⼀節 北海道へ移動する人々（国際関係）

（１） 占領当局の視線

1 引揚者の過酷な⽣活状況 The tough living conditions of

repatriates

「Monthly Military Activities Report Apr 47」（『GHQSCAP Records, 占領期都道府県軍政資料、第２巻（北海道）Box 21884

Folder 1』所収）

1947 493

2 引揚者の移住先の考慮 Consideration of repatriates

destination for settlement

「Housing for Repatriates」（『GHQSCAP Records Box 7692 Folder 29』所収） 1948 493

3 北海道の引揚計画への所感 Reflection on the plan of

repatriation for Hokkaido

「The Repatriation Program in Hokkaido」（『GHQSCAP Records Box 2529 Folder 10』所収） 494

（２） ジャーナリスト・市⺠の視線

4 北海道の移住先としての可能性 The potential of

Hokkaido as a destination for migration

〔『タイムズ』〕（「Department of External Affairs［Ⅱ］, Central Office; A1838 Hokkaido - Japan - Reports, 1947-1955;

477/10」所収）

495

5 冷戦構造の中の北海道の位置 Hokkaido's position in the

cold war structure

『ニューズ・クロニクル』 1951.12.11 496

6 ⽶軍⼈の経験した戦後の北海道の選挙 An American

serviceman's experience of the Election in Hokkaido

〔個人書簡〕 1947.4.24 497

第⼆節 北海道へ移動する人々（国内行政）

（１） 引揚者の受入

7 樺太千島からの脱出者の取扱 「樺太千島より不法入国者の取扱要綱」（「雑集３」所収） 499

8 函館引揚援護局における婦人相談所業務 『局報』八号 1947.7 501

9 恵須取方面引揚者による引揚促進陳情書 「引揚促進に関する陳情書」（「雑集３」所収） 1947 502

10 引揚者受入目標人員 「外地引揚無縁故者の受⼊について」（「引揚要保護者関係綴 昭和⼆⼆年 ２」所収） 1947 505

（２） 函館引揚援護局からの引揚者の送出

11 樺太引揚無縁故者の取扱い 「樺太引揚 無縁故者 取扱業務処理要綱」（「雑集３」所収） 1947 506

12 函館引揚援護局各寮の概況 『局報』七号 1947.6 510

13 樺太引揚無縁故者の道外への送出 「樺太引揚無縁故者送出実施要綱案」（「雑集３」所収） 511

（３） 王子製紙の引揚者受入

15



表題 資料名 発行年月日 頁

14 王子製紙の引揚従業員援護状況 「樺太千島方⾯引揚者に対する旧職場の援護について」（『引揚のしおり（２） 経過、協⼒者名簿、引揚者旧職業、新聞書き抜

き』所収）

1949 513

15 王子製紙引揚従業員並びに家族取扱内規 「外地在籍引揚復員従業員並に同家族取扱内規」（「外地引揚従業員退職手当に関する諸規定綴」一九五一年 所収） 1949 516

（４） 稚内市における引揚者の定着

16 旧軍施設払い下げ願い 「国有財産特売願」（「引揚要保護者関係綴  昭和⼆⼆年 ２」所収） 1947 519

17 授産場設置請願趣意書 「授産場設置申請について」（「引揚要保護者関係綴 昭和⼆⼆年 ２」所収） 1947 520

18 蟹缶詰工場から引揚者住宅への転用 「引揚者住宅設置費補助申請」（「昭和⼆十四年度以降 引揚者無縁故者収容施設関係」所収） 1950 522

19 定着後に無縁故となった引揚者の収容 「定着地において発⽣せる引揚無縁故者の収容実施要綱」」（「引揚者関係綴 昭和⼆四年以降 １」所収） 1949 524

20 観光ホテルから引揚者収容所への転用 「引揚者収容所設置申請書」（「引揚要保護者関係綴 昭和⼆⼆年 １」所収） 1947 526

21 引揚者収容所から観光ホテルへ転用 「無縁故者収容所売却許可申請について」（「引揚者関係綴 昭和⼆四年以降 ２」所収） 1950 527

第三節 北方領土をめぐる運動と外交

（１） 複数の領土返還運動の組織化

22 敗戦直後の領土返還のＧＨＱ宛陳情

 ①根室町⻑の陳情書 「北海道附属島嶼復帰懇請陳情書」 1945 530

 ②関係者の上京記録 「北海道附属島嶼復帰陳情の上京したる記録」 1946 531

23 根室地方の運動の叢生①（敗戦後）

 ①返還地域の範囲 「創立総会」（「会議記録」所収） 1946 533

 ②懇請委員会の新体制 「常任理事会」（「議事録綴」所収） 1947 534

 ③対敵諜報部隊の助⾔と道内各地への運動拡大 「総会記録」（「議事録綴」所収） 1947 534

 ④懇請委員会の活動への諸反応 「日誌」 535

24 根室地方の運動の叢生②（講和期）

 ①講和による運動活性化の予感（一九四九年一一⽉） 「理事会」（「会議記録」所収） 1949 536

 ②札幌での道⺠大会の不成立（一九五〇年一⽉） 「理事会」（「会議記録」所収） 1950 537

 ③札幌における運動統一の動き（一九五〇年一〇⽉） 「理事会」（「会議記録」所収） 1950 538

 ④全道的な運動にむけた再始動（一九五〇年一一⽉） 「⽇誌」 1950 538

 ⑤ダレス訪⽇への期待（一九五一年一⼆⽉） 「常任理事会」（「会議記録」所収） 1951 539

 ⑥朝鮮戦争下での運動の停滞（一九五⼆年一一⽉） 「常任理事会」（「会議記録」所収） 1952 539
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 ⑦⻭舞諸島早期返還への期待（一九五三年一〇⽉） 「常任理事会」（「会議記録」所収） 1953 540

 ⑧⽇ソ国交交渉下の四島返還論（一九五五年一⽉） 「常任理事会」（「会議記録」所収） 1955 540

25 道の前景化と根室世論への対応

 ①道知事・道議会の全千島返還論 〔マッカーサー宛坂東秀太郎・田中敏文書簡〕 (『RG59、Records Relating to the Treaty of Peace with Japan, 1945 - 1951、

Islands(1 of 2)』所収)

1950.3.13 541

 ②⽇ソ平和条約論と根室⽀庁⻑ 「⽇ソ平和条約締結 近海漁業協定締結 促進根室地方漁⺠大会 記録」（根室市「昭和三十⼆年 ⽇ソ平和条約早期締結 根室近

海域安全操業確立」所収）

1957.2.1 541

 ③道知事・道議会議⻑と根室市の連携 「電報案」（根室市「昭和三十⼆年 ⽇ソ平和条約早期締結 根室近海域安全操業確立」所収） 1957 542

26 沖縄返還運動との連携

 ①南方同胞援護会の千島連盟への援助 『回想 吉⽥嗣延』 1990 543

 ②北方⾒舞い金法案にむけた陳情 「南方同胞援護会事務局⻑吉⽥嗣延宛陳情書」（「吉⽥嗣延ノート 3」）所収） 1961 544

 ③北方協会内の引揚者と水産関係者の対立 「吉⽥宛書簡」（「一九五〇年代書簡 ２」所収） 1965 545

 ④北方協会から北方領土問題対策協会へ 「書簡」（「一九六〇年代書簡 南方同胞援護会宛」所収） 1968.9.1 545

（２） ⼀九六〇〜七〇年代の北方領土問題

27 池田内閣期の（南）千島掩護政策

 ①千島資料館の設置運動と本名武 「千島資料館に関する中央折衝経過報告」（「北方領土復帰期成同盟関係資料 昭和38年度歳⼊歳出決算書 他」所収） 1964 546

 ②池⽥内閣への水産関係者の不満 「九月二九日付書簡」（「沖縄クラブ関係資料」所収） 548

28 ⾃⺠党政権の積極化

 ①北方領土復帰期成同盟の公益法⼈化 「苫⽶地英俊ほか書簡」（「一九六〇年代書簡 南方同胞援護会宛」所収） 1965 549

 ②⽥中龍夫の来道と佐藤内閣の動き 〔国務省宛在札幌⽶国領事電⽂〕(『Confidential U.S. State Department Central Files, Japan : 1967-1969, Part 1: Political,

Governmental, and National Defense Affairs.』所収）

1968.12.11 550

 ③根室市の運動と官邸による新構想 〔国務省宛在札幌⽶国領事電⽂〕(『Confidential U.S. State Department Central Files, Japan : 1967-1969, Part 1: Political,

Governmental, and National Defense Affairs.』所収）

1969.1.29 552

29 全道的運動体への自治体の対応

 ①釧路市・根室市の協⼒の模索 「北方領土返還運動に関する業務打合せのため」（「昭和44・45年度北方領土復帰運動関係」所収） 1970 553

 ②⽀庁⻑の釧路市への要請 「北方領土問題に関する今後の方針について 打合せ会議の結果について」（「昭和46、47年度北方領土復帰運動関係」所収） 1971 555

 ③道による北方領土復帰期成同盟⽀部の設立 「趣意書」（「北方領土（全千島）返還要求関係綴① 1977~1978」所収） 1971 556

 ④北方同盟釧路市⽀部設立への消極論 「北方同盟支部設立等の依頼について」（「昭和46、47年度北方領土復帰運動関係」所収） 1972 557

30 道内革新勢力による対抗

 ①全道労協道⺠結集大会への不参加 「北方領土復帰道⺠結集大会協賛についての回答」（「北方領土（全千島）返還要求関係綴① 1977~1978」所収） 1972 558

 ②北方領土返還要求署名運動への対抗 「「北方領土」返還要求、一千万署名運動の対策について」（「北方領土（全千島）返還要求関係綴① 1977~1978」所収） 1974 559
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 ③根室労協と⼆島返還論 「千島返還運動推進現在打合せ会議の開催要請について」（「北方領土（全千島）返還要求関係綴① 1977~1978」所収） 1977 560

31 中国の北方領土返還支持

 ①国交正常化後の中国側の部外秘発⾔ 「北方領土問題に関する訪⽇中国⼈、大使館員等の発⾔ぶり（五〇年一⽉以降）」（「北方領土問題／調書・資料 2018-0115」所収） 1976 561

 ②胡耀邦来⽇時の呉学謙来札 「札幌のレセプションでの呉学謙国務委員兼外交部⻑のあいさつ」（「2014-1593 胡耀邦中国共産党委員会総書記訪⽇（公賓）」所

収）

1983.11.26 563

（３） 冷戦終結後の北方領土問題

32 Ｇ７の対ロ経済援助と領土問題

 ①ドイツ外務省の⽇本警戒論 〔Davies宛R. M. J. Lyne電信〕（『FCO21/5204』所収） 1992.3.4 564

 ②イギリス外務省の⽇本警戒論 〔Burns宛H Li Davis（イギリス外務省極東局）電信〕（『FCO21/5204』所収） 1992.3.13 565

33 根室と⾃⺠党政治家

 ①中川昭一のメッセージ 〔中川昭一電信〕（領土対策係「平成４年度 北方領土返還要求のつどい 関係綴」所収） 1992.7.31 566

 ②鈴⽊宗男のプレゼンス 〔鈴⽊宗男（北海道開発庁⻑官）宛大⽮快治（根室市⻑）電信〕（領土対策室「平成４〜２３年度 電報発信伺簿」所収） 1998 567

 ③藤原根室市⻑の尾美大⾂への要望 「尾身沖縄及び北方対策担当大臣に対する要望会における根室地方総合開発期成会・北隣協要望要旨」（「大臣来根関係」所収） 2001 568

34 北方四島との関係

 ①国後島元住⺠の訴え 〔大⽮快治（根室市⻑）宛清野鶴松（国後島ふるさと会々⻑）書簡〕（「平成２年度 北方領土関係綴（視察・研修）」所収） 1990.8.1 570

 ②道議団による⾊丹島訪問 「第６回北方四島交流訪問団（⾊丹島）記者会⾒」（「ビザなし議事録Ｈ13〜」所収） 570

 ③北村直⼈と元島⺠の懇談会 「北方領土問題に関する元島⺠との懇談会記録（概要）」（「平成12年度 衆議院沖北委員会市⻑陳述関係」所収） 2000 571

35 返還後の安全保障構想 「第１部 北方領土復帰に伴う諸問題」（「北方領土問題研究会第２部会報告」所収） 575

36 根室における外務省

 ①ソ連課⻑への市議会議事録の送付 〔外務省欧亜局ソビエト連邦課⻑宛根室市⻑書簡〕（「昭和五六年度 領土対策関係綴」所収） 1982.1.6 576

 ②東郷和彦欧州局⻑の講演 「北方領土問題に係る意見交換会」（領土対策係「森総理大臣北方領土視察関係綴」所収） 2001 576

第四節 北洋漁業をめぐる運動と外交

（１） 戦後の函館市の模索

37 一九四⼋年七⽉市⻑メモ 〔宗藤大陸メモ〕（ 「元函館市⻑宗藤大陸⽒遺稿」所収） 1948.7 578

38 函館地方総合開発の基本構想 「函館地方総合開発の基本構想」 1964 578

39 二〇〇海里時代の北洋資料館構想 「復命書」（「函館市200海里対策」所収） 1977.12.9 579

（２） 高碕達之助と貝殻島昆布協定

40 岸首相と高碕の会見 「第四回⽇ソ漁業交渉の経過」（No.39「A-2 第四回⽇ソ漁交関係」所収） 581
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41 一九六〇年の高碕訪ソと大日本水産会

 ①訪ソの時期と論点 〔藤⽥巌宛高碕達之助書簡〕（No.39「A-2 第四回⽇ソ漁交関係」所収） 1960.3.7 581

 ②ソ連側への対抗策と⻑期的視点 〔高碕達之助宛藤⽥巌書簡〕（No.39「A-2 第四回⽇ソ漁交関係」所収） 1960.3.12 583

 ③拿捕経験者からの便り 〔高碕達之助宛⿊川壽三書簡〕（No.41「こんぶ安全操業（高碕煮）」所収） 1960.6.18 583

42 貝殻島昆布漁をめぐる交渉とその妥結

 ①河野・フルシチョフ交渉との連携 〔モスクワ宛高碕達之助書簡〕（No.40「A-2 高橋要⽒来信」所収） 584

 ②ソ連船による拿捕の再発と膠着 〔高橋要宛高碕達之助書簡〕（No.40「A-2 高橋要⽒来信」所収） 1962.6.22 585

 ③実務家による現地交渉 〔高碕達之助宛池崎勇書簡〕（No.41「こんぶ安全操業（高碕煮）」所収） 1963 586

 ④高碕による対ソ働きかけ 〔ビノグラードフ宛高碕達之助書簡〕（No.41「こんぶ安全操業（高碕煮）」所収） 1963.4.19 588

 ⑤円満妥結を受けて 〔高碕達之助宛今井二郎書簡〕（No.95「一般書簡（６２年）」所収） 1963.6.10 589

 ⑥クリコフからの伝⾔ 〔高碕達之助宛高橋要書簡〕（No.40「A-2 高橋要⽒来信」所収） 1963.10.12 590

43 拿捕の海から罰金の海へ（一九七七） 「漁場の平和と安全について」（「北方領土（全千島）返還要求関係綴① 1977~1978」所収） 590

（３） ⼆〇〇海里問題と各⾃治体の対応

44 函館市の対応と諸政党への陳情

 ①公明党議員への陳情 「⼆〇〇カイリ問題及び造船不況問題に関する資料の公明党竹⼊委員⻑への送付について」（「函館市⼆〇〇海里対策」所収） 1977.6.30 592

 ②社会党議員への陳情 「漁網製造業安定政策についての養成」（「二〇〇海里関係陳情要望綴」所収） 1978.7.19 593

 ③サケ・マス漁獲量交渉の難航 「⽇ソ漁業交渉について」（「⼆〇〇海里関係資料 No.三」所収） 594

45 稚内市の陳情（一九八六年）

 ①陳情の全道的統一にむけて 「稚内市北方漁業特別対策本部会議」（「昭和61年 ⽇ソ漁業交渉対策関係綴 No.１」所収） 1986 595

 ②森喜朗の来稚と陳情会 「⾃由⺠主党森政務調査会々⻑代理に対する陳情について」（「昭和61年 ⽇ソ漁業交渉対策関係綴」所収） 1986 596

 ③⾃⺠党・水産庁・社会党への陳情 「北洋漁業救済対策中央陳情経過」（昭和61年 ⽇ソ漁業交渉対策関係綴」所収） 1986 597

 ④大蔵原案に対する抗議 「北洋救済対策（減船補償）に関する打電について」（「昭和61年 ⽇ソ漁業交渉対策関係綴」所収） 1986 599

 ⑤社会党議員からの報告 〔五十嵐広三事務所書簡〕（「昭和61年 ⽇ソ漁業交渉対策関係綴」所収） 1986.10.15 600

 ⑥⾃⺠党議員からの報告 〔川⽥正則・武部勤書簡〕（「昭和61年 ⽇ソ漁業交渉対策関係綴」所収) 1986 600

46 貝殻島の再争点化と政党政治①

 ①社会党議員と外務省ソ連課⻑ 「昆布交渉についての川村・岡田両社会党議員の内話」（「2017‐0593日ソ昆布交渉」所収） 1979 601

 ②社会党議員と外務省欧亜局⻑ 「貝殻島こんぶ交渉についての川村・岡田両社会党議員の内話」（「2017‐0593 日ソ昆布交渉」所収） 1979 602

19



表題 資料名 発行年月日 頁

47 貝殻島の再争点化と政党政治②

 ①北海道市議会議⻑会の陳情 「⾙殻島コンブ問題に関する北海道市議会議⻑と欧ソ課⻑との会談」（「2017‐0592⽇ソ昆布交渉」所収） 1981 604

 ②⾃⺠党⽥中派・中川に苦慮する水産庁 「水産庁⻑官の総理宛書簡（⾙殻島コンブ漁関連）（29⽇付）」（「2015‐0930⽇ソ当事者間⾙殻島区域昆布採取協定」所収 1981 606

 ③岡⽥利春の「⽇ソ洋上会談」計画 「貝殻島周辺水域における日ソ洋上会談」（「2015‐0930日ソ当事者間貝殻島区域昆布採取協定」所収） 1981 608

 ④金丸訪ソ時の高碕協定への⾔及 「カナマル参議院議員一行の訪ソ（ソロヴイヨフ部⻑との会談）」（「2017‐0592⽇ソ昆布交渉」所収） 1981 610

 ⑤社会党の⽇ソ洋上会談の継続 「北海道水産会からの通報」（「2015‐1918 日ソ昆布交渉」所収） 1982 611

48 安部外相訪ソをめぐる与党内対立 「大⾂訪ソ（鈴⽊宗男議員からの申し⼊れ）」（「2018-0119 安倍外務大⾂ソ連訪問」所収） 1986 612

（４） 韓国漁船問題

49 日韓漁業問題の発生（一九八〇年）

 ①北海道沖での⽇本漁船の「デモ」 「韓国オッタートロール船に対する海上抗議」（「2015‐0967日韓漁業ノ北海道沖操業問題」所収） 1980 613

 ②韓国外務部による抗議 「北海道おき韓国漁船そう業問題（投⽯事件）(Ｂ)」（「2015‐0967 ⽇韓漁業ノ北海道沖操業問題」所収） 1980 614

50 北海道の⾃⺠党議員と⽇韓漁業問題

 ①⾃⺠党北海道関係者の焦り 「北海道沖操業問題」（「2015‐0967日韓漁業ノ北海道沖操業問題」所収） 1980 615

 ②⾃⺠党北海道代議⼠会の開催 「北海道沖韓国漁船操業問題（⾃⺠党北海道代議⼠会の模様）」「2015‐0967 ⽇韓漁業ノ北海道沖操業問題」 1980 616

 ③⾃⺠党農水部会の活性化 「北海道沖操業問題（⾃⺠党農水部会）」（「2015‐0967⽇韓漁業ノ北海道沖操業問題」所収） 1980 617

 ④⽇韓の事務レベル交渉 「北海道沖操業問題(国内情勢当の内話)」（「2015-0967 ⽇韓漁業ノ北海道沖操業問題」所収） 1980 618

 ⑤今村水産庁⻑官の⻑期⽬標 「北海道沖操業問題」（「2015-0967 ⽇韓漁業ノ北海道沖操業問題」所収） 1980 619

 ⑥党内強硬論への沈静化の努⼒ 「⾃⺠党関係者に対する説明（⽇韓間での⼆〇〇海里設定問題）」（「2015-0967 ⽇韓漁業ノ北海道沖操業問題」所収） 1980 620

51 北海道漁⺠による陳情の源流 『しんれん第⼆代会⻑ 阿部英一⽒ 十三年の光跡』 1992 621

第五節 知事による外交の模索

（１） 田中道政

52 東南アジア訪問 「北海道知事一行来タイの件」（「E' 2.1.0.5 本邦経済施設・視察団（アジア及び中近東地域）派遣関係」所収） 1957 624

（２） 横路道政

53 韓国訪問

 ①⽇韓漁業問題への対応 「横路北海道知事一行の訪韓」（「2014‐2447⽇韓経済案件／⽇韓漁業実務者協議（第３回〜第５回）」所収） 1983 625

 ②前⽥駐韓大使による横路の喧伝 「横路北海道知事の訪韓」（「2014‐2447⽇韓経済案件／⽇韓漁業実務者協議（第３回〜第５回）」所収） 1983 626

 ③梁井北海道大使による横路の宣伝 〔外務大⾂宛前⽥大使電信〕「横路北海道知事一行の訪韓」（「2014‐2447⽇韓経済案件／⽇韓漁業実務者協議（第３回〜第５

回）」所収）

1983.9.15 626
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54 ⻄ドイツ訪問 〔外務大⾂宛宮崎ドイツ大使電信〕「北海道投資促進訪欧ミッション（独経済省表けい）」（2016-0518「⽇・⻄独経済」所収） 1983.11.10 628

55 ソ連訪問 「横路北海道知事への訪ソ招請」（戦後外交記録「本邦要⼈ソ連訪問 2016-2185」所収） 1984 629

56 札幌市と「二つの中国」問題 「札幌市⻑からの台北市⻑へのメッセージ」（「2020-0025 ⽇台関係」所収） 1987 631

第五章 戦後北海道開発政策の諸相

第⼀節 北海道開発体制の形成と変容

（１） ⼀九四〇〜五〇年代における制度構想

1 大蔵省主計局官僚による制度構想 「昭和⼆十⼆年度預算について」（大蔵省大⾂官房調査課「戦後財政史⼝述資料 第⼆冊 歳計１〜５」 1952 647

2 妥協の産物としての北海道開発法 『北海道開発行政』Vol.四№二 1961.4 649

3 共産主義への対抗としての北海道開発 『北海道総合開発の諸問題』 1958 649

（２） 北海道開発に対する様々な見解と評価

4 一九五〇年代の開拓事業の現状と問題点 『北海道自治』九巻九号 1959.9 650

5 初代道土⽊部⻑から⾒た開発局の評価 『北海道の土木行政』 1985 653

6 下河辺淳氏（元国土庁事務次官）の見方 『北の大地に生きて』 1991 655

7 樫原泰明氏（元副知事）の評価 『北の大地に生きて』 1991 657

8 一九七〇年代に表れた開発予算制度の諸課題 『北海道開発予算関係資料』 1975 659

9 北海道開発法見直しに対する道の考え方 『昭和五十二年北海道議会総合開発調査特別委員会会議要録（上）』 〔1978〕 664

（３） ⼀九八〇年代の第⼆臨調

10 北海道管区行政監察局による評価 『北海道開発に関する調査研究結果報告書』 1981 666

11 北海道開発庁統合を推進する考え方 「（内閣・総理府本府人事、総合管理庁問題、北海道開発庁、沖縄開発庁の国土庁統合問題の問答集綴」（「香山健一関係文書」所

収）

1981〜82 669

12 ⾃⺠党北海道開発委員会の反対意⾒ 「（臨時行政調査会第47回会議配布資料）」（「香山健一関係文書」所収） 1982 671

第⼆節 苫小牧東部大規模開発

（１） ⼀九七〇年代始動期の動向

13 反対運動に対する港湾審議会での議論 「港湾審議会第五九回計画部会議事録」 1974 674

14 基本計画見直しに対する苫小牧市の考え方 「東部開発計画見直しに対する苫小牧市の考え方」（苫小牧市「北海道総合開発計画書等」所収） 1975 678
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15 環境庁による条件付の同意 「苫小牧東部大規模工業基地建設について〔照会〕（回答）」

（苫⼩牧市開発部「昭和48〜55年苫⼩牧東部大規模工業基地開発連絡会議（12省庁会議）」所収）

1976 679

16 関係省庁間における合意形成 「苫東12省庁会議統一⾒解」（苫⼩牧市開発部「昭和48〜55年苫⼩牧東部大規模工業基地開発連絡会議（12省庁会議）」所収） 〔1971〕 681

17 用地買収をめぐる諸問題 「昭和四十八年苫小牧東部工業基地土地取得に関する調査特別委員会会議録（下）」 681

（２） 社会経済環境の変化への対応

18 一九七〇代後半における道の方針 「苫小牧東部基地開発の方向」（苫小牧市開発部「苫小牧東部大規模工業基地開発計画（案）綴」所収） 1976 683

19 一九八〇年代における諸課題と対応方針 「苫東開発推進にあたって当⾯する基本的検討課題（案）」（苫⼩牧市企画開発部「九者連（幹事会 協議会）№１」所収） 1983 685

20 一九九〇年代にける基本計画見直しの検討 「苫⼩牧東部大規模工業基地調査検討結果報告書〈案〉」 1993 687

第三節 千歳川放水路計画

（１） 苫小牧市による検討

21 初期計画案に対する諸課題の指摘 「千歳川放水路検討事項」（苫⼩牧市「Ｓ62〜63 千歳川放水路計画 時系列ファイル２」所収） 1988 690

22 市による技術的問題点の指摘 「千歳川放水路計画の問題点」（苫⼩牧市「Ｓ62〜63 千歳川放水路計画 時系列ファイル３」所収） 1992 691

23 北海道開発局の回答に対する指摘 「計画論について」（「Ｈ４ 千歳川放水路計画 時系列ファイル４」所収） 1992 693

24 知事から開発局⻑への要望 「千歳川放水路計画について」（苫⼩牧市「Ｈ４ 千歳川放水路計画 時系列ファイル４」所収） 1992 696

（２） 千歳市による検討

25 課題としての駐屯地演習場と駒里地域 「千歳川放水路の打合せについて」（千歳市〔企画部〕空港対策課「昭和59年度 千歳川放水路関係」所収） 1984 699

26 計画中止後の駒里地域対策 「全国市⻑会社会⽂教分科会資料」（千歳市「09 駒里地域振興協議会資料」所収） 2000 700

（３） 外部機関による計画見直し

27 道知事の諮問機関（山田委員会）による提言 「千歳川流域の治水対策に対する提⾔」（千歳市「千歳川放水路問題検討委員会Ｈ11・６〜、千歳川流域治水対策全体計画検討委員

会Ｈ11・12〜」所収）

1999 703

28 放水路以外の治水対策の提言（小林委員会） 「千歳川流域の治水対策全体計画に対する提⾔」（千歳市「千歳川放水路問題検討委員会 Ｈ11・６〜、千歳川流域治水対策全体計

画検討委員会 Ｈ11・12〜」所収）

2000 706

第四節 北海道開発政策の独⾃性

（１） 北方領土隣接地域振興政策

29 財源確保のための基金造成 「「北方基金」の造成について」（根室市「昭和61年度 北方基金造成関係綴」所収） 〔1986〕 709

30 基金に関する⾃⺠党内部の合意事項 「覚書〜北方領土隣接地域振興等基金について」（根室市「昭和61年度 北方基金造成関係綴」所収） 1982 710
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31 返還後の行政体制と住⺠に関する検討案 「北方領土問題研究会報告」（根室市企画振興部北方領土対策室「北方領土財源関係綴」所収） 1995 711

32 返還後の根室地域振興の構想 「北方領土返還を見据えた地域振興計画」（同「北方領土返還を見据えた地域振興計画関係綴」所収） 1999 714

33 二〇〇二年の北特法改正要望 「北特法改正要望に係る現在の状況」（根室市地域振興「平成14年度 北特法改正要望関係１」所収） 2002 717

34 北特法改正要望に対する政府側の見解 「根室市等からの要望に対する政府側の意⾒（メモ）」（根室市地域振興「平成14年度 北特法改正要望関係１」所収） 2002 718

35 北特法改正に関する参議院法制局の見解 「北特法改正に係る現在の状況について」（根室市地域振興「平成14年度 北特法改正要望関係２」所収） 719

（２） アイヌ新法の制定過程

36 中央省庁間における認識の共有 「アイヌ関連施策関係省庁連絡会議申合せ（原案）」（「アイヌ関連施策関係省庁連絡会」所収） 1996 720

37 法案作成過程の一部 「アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に関する智識の普及及び啓発に関する法律案について（最終協議）」（「アイヌ関連施策

関係省庁連絡会」所収）

1997 722

38 環境庁と北海道開発庁との協議 「アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に関する知識の普及及び啓発に関する法律案に対するご質問等に対する回答」（「アイヌ

関連施策関係省庁連絡会」所収）

1997 723

第六章 北海道の独⾃政策の展開

第⼀節 広域⾃治体としての北海道

（１） 地方制度改⾰における論点

1 地方自治体としての位置づけと特例 『改正地方制度資料第三部』 1948 744

2 北海道開発法に対する批判 『地方制度改革に関する意見書』 1953 750

（２） 北海道と市町村との関係

3 市町村から見た北海道（一九八三年） 『道政白書』 1984 751

4 市町村と道の出先機関（一九九〇年） 『道政白書』 1990 752

第⼆節 転換期としての⼀九七〇年代

（１） 堂垣内道政による北海道発展計画策定

5 道による第三期開発計画の見直し 『第３期北海道総合開発計画総点検中間報告』 1974 754

6 自治体計画としての独自性の強調 「１ 新計画作成の基本的事項（案）」（開発調整部参事（計画）『新計画に関する資料Ⅰ（要領等）』所収） 1975 756

7 北海道開発庁よる新計画の策定方針 「３ 新しい北海道総合開発計画の策定についての諸問題（試論）」（開発調整部参事（計画）『新計画に関する資料Ⅰ』所収） 1975 757

（２） 環境影響評価条例の制定
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8 堂垣内尚弘知事の議会答弁 「北海道環境影響評価条例に関する北海道議会公害対策特別委員会会議要録」（『北海道公害対策審議会「環境影響評価の制度化に

ついて（答申）」1978年2月』所収）

761

9 堂垣内道政期の道幹部による回想 『生活環境行政10年をかえりみて』 1982 763

第三節 道政改⾰

（１） 組織・人事・機構改⾰

10 お役所言葉の見直し運動（言葉の行革） 『書くとき話すとき』 1986 767

11 地方振興体制の変遷 『道政白書』 1984 768

12 企画担当部門の変遷 『道政白書』 1984 771

13 人事交流と女性職員登用の現状と課題 『道政白書』 1986 774

14 横路道政期の本庁機構改革 『道政白書』 1988 777

15 堀道政期の組織機構改革 『北海道部設置条例審査特別委員会会議録』 1997 778

（２） 堀道政期の不正経理事件と構造改⾰

16 道組織の構造的な問題点 『不祥事の再発防止のための改善プログラム』（北海道議会「道政改革推進特別委員会・協議会会議録」所収） 781

（３） 地方から見た時のアセスメント

17 ⻄村副知事と⼠幌町関係者との意⾒交換 『士幌高原道路のあゆみ』 〔2005〕 788

18 磯⽥室⻑ら道幹部による⼠幌町での説明 『士幌高原道路のあゆみ』 〔2005〕 791

第四節 様々な政策課題

（１） 戦略プロジェクト・文化振興条例

19 政策担当者が語る戦略プロジェクトの狙い 『北海道自治研究』二〇八 1986.5 794

20 一九八〇年代の航空宇宙産業基地構想 「航空宇宙産業基地建設構想調査」（大樹町「60〜61宇宙基地復命書」所収） 1985 797

21 一九九〇年代の大樹町による事業の具体化 「復命書（第28回スペースセンターを考える会）」（同「スペースセンターを考える会」所収） 1994.7.11 799

22 北海道国際医療・産業複合都市構想 「北海道国際医療・産業複合都市構想（ＨＩＭＥＸ構想）の推進の経過」

（南里地域開発地権者協議会「ハイメックス構想推進期成会」所収）

801

23 上川圏北部臨森林型産業都市基本構想 『上川北部圏 臨森林型産業都市基本構想・計画書』 1992 804

24 北海道文化振興条例制定と今後の課題 「北海道文化振興審議会での意見及び質疑応答について」（同「北海道文化審議会」所収） 1994 805
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（２） 横路道政期の⾷の祭典・新⻑計問題

25 食の祭典が失敗した問題点 『食の祭典問題調査報告書』 1989 807

26 新⻑計汚職事件の構造的問題点 『北海道新⻑期総合計画問題調査報告書』

（北海道議会『北海道新⻑期総合計画問題調査特別委員会・協議会 会議録（下）』所収）

1990 811

（３） 幌延貯蔵工学センタ―と泊原発問題

27 環境影響評価に対する科学技術庁の見解 「貯蔵工学センターに係る昭和六〇年度立地環境調査について（照会）（回答）」

（北海道議会『エネルギー問題調査特別委員会会議要録』所収）

1985 813

28 道⺠投票に関する条例案 『昭和六十三年第三回北海道議会臨時会泊原⼦⼒発電所一号機の運転開始に対する道⺠投票に関する条例審査特別委員会・協議会会

議録』

1988 815

29 泊原発と幌延センターを設置しない条例案 『平成元年第一回北海道議会臨時会安全性の未確立な泊原子力発電所と幌延の「貯蔵工学センター」を設置しない条例審査特別委員

会・協議会会議録』

1989 816

30 センター計画中止に対する科学技術庁の見解 「幌延町における深地層の研究について（照会）（回答）」」（北海道弁護士会連合会『使用済み核燃料の地層処分を考える』） 1998 817

第五節 財政

（１） ⼀九五〇年代の財政健全化

31 昭和三〇年度道財政の健全化に関する計画書についての知

事提案説明

『北海道議会時報』７巻12号 1955.12 819

（２） ⼀九七〇年代の財政再建

32 法⼈道⺠税超過課税の実施 「法⼈道⺠税超過課税に関する資料」（「50 超過課税関係 法⼈道⺠税 総集編 ⼆分冊⼆」所収） 1976 823

（３） 拓銀破綻後の北海道財政の健全化

33 知事記者会見 「平成10年度当初予算知事記者会見記録」

（北海道総合企画部政策室「道政重要施策の総合調整 政策検討（平成10年１⽉〜）２冊うち第２号」所収）

1998 827

34 財政健全化の目標 「道財政の展望―これまでの一〇年・これからの一〇年―」

（北海道総合企画部政策室政策推進評価課「道政重要施策・道行政の総合調整 平成14年度 重点政策関係 ５冊のうち１号」⼆〇

〇二年所収）

2002 830

（４） 地方分権化と法定外課税

35 「産業廃棄物処理税（仮称）」についての考え方 「環境目的税の導入に向けた道の考え方」（北海道総務部税務課「環境目的税の導入に向けた道の考え方関係綴」所収） 2002 832

36 「炭素税」についての考え方 「環境目的税の導入に向けた道の考え方」（北海道総務部税務課「環境目的税の導入に向けた道の考え方関係綴」所収） 2002 833

37 道内経済団体からの環境目的税に対する反応 「道内経済８団体からの環境目的税に対する反対要望に係る応答概要」

（北海道総務部税務課「環境目的税の導入に向けた道の考え方関係綴」所収）

2002 837

第七章 市町村⾃治の発展
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表題 資料名 発行年月日 頁

第⼀節 市町村合併と境界変更

（１） 旭川市

1 旭川市の合併政策の方針 「第一回班⻑会議」（「昭和29年度町村合併に関する綴」所収） 1954 856

2 旭川市と江丹別村 「第一回関係村との懇談記録」（「昭和29年度町村合併に関する綴」所収） 1954 857

3 旭川市と永山町 「旭川市と永山町との合併に伴う条件」（〔旭川市〕昭和33年度合併関係書（永山）」所収） 860

4 旭川市と東旭川町 「旭川市と東旭川町の合併に伴う要望書」（〔旭川市〕「合併関係書（旭川市東旭川町配置分）合併関係書」所収） 1963 861

5 旭川市と神楽町 「上川郡神楽町を廃し旭川市に編⼊することについての陳情書」（「昭和42年度 神楽町合併関係書 申請書、陳情書、告⽰」所収） 1967 863

6 旭川市と東鷹栖町 「陳情書」（〔合併促進委員会〕「昭和45年度東鷹栖町合併関係書」所収） 1970 865

（２） 芽室町上芽室地区の境界変更

7 北海道町村合併調整委員による調停案 「上川郡清水町の区域のうち従前の御影村の一部の地域に係る境界変更争論の調停案」

（芽室町「上芽室地区境界変更関係綴（文書、報道、世帯人口、編入記念式）」所収）

1957 867

第⼆節 ⾃治体計画の発展

（１） 旭川市

8 五〇万人都市を目指した大旭川建設計画 『大旭川建設計画計画編』 1957 869

9 地域開発の時代の自治体計画 「⻑期計画記載方法」（「昭和38年度 企画調査関係書」所収） 1963 871

10 市⻑による指導⼒強化としての企画室整備 「企画室の在り方と市政懸案事項について」（「昭和38年度 企画調査関係書」所収） 1963 873

11 計画策定に関する他機関からの情報収集 「復命書 ⻑期計画打ち合わせのため」（「昭和38〜40年度 ⻑期計画関係書」所収） 1964.5.25 874

12 総合計画と予算を連動させる実施計画 「市政方針及び予算編成に係わる一連の業務体制の確立について」（「昭和43年度 ⻑期計画関係書」所収） 1968 876

（２） 帯広市

13 一九五九年に策定された帯広市総合計画 「帯広市（新）総合計画―討議資料―」（帯広市総合企画室「昭和38年度 総合計画の改訂に関する書類」所収） 1962 879

14 発展を遂げる帯広市新八か年計画 「帯広市新８ｶ年計画の解説」（帯広市総合企画室「昭和38年度 総合計画の改定に関する書類」所収） 1963 883

（３） 芽室町

15 芽室町の総合計画の策定 「芽室町総合計画基本構想」（〔芽室町〕都市計画係「昭和42年度起 芽室町総合計画策定に関する綴」） 1970 886

（４） 東神楽町

16 農村振興のための審議会と計画づくり 『ひがしかぐら』一一号 1950.6 889
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表題 資料名 発行年月日 頁

17 公⺠館活動を中⼼としたまちづくり 『ひがしかぐら』六四号 1957.7 891

第三節 地方分権の実践

（１） 釧路公立大学の設立

18 一部事務組合方式による設置案 「釧路圏域における公立大学の設立について（要請）」（釧路公立大学「⾃治省協議 61.9〜61.11」所収） 1986 895

19 釧路市と自治省との協議 「市立大学構想の経緯」（釧路公立大学「⾃治省協議 61.9〜61.11」所収） 1986 897

（２） 空知中部広域連合の設立

20 組織運営に関する諸課題 「広域連合の解決すべき課題」（空知中部広域連合「広域連合関係」所収） 〔1998〕 899

21 全国初の介護保険事務に関する広域連合 「介護保険の広域組織等設置に関する基本合意書」（「中空知五町一市広域化検討専門部会関係綴」所収） 1998 899

22 広域化を推進する場合の諸課題 「介護保険の広域化検討専門部会の進め方の提言」（「中空知五町一市広域化検討専門部会関係綴」所収） 〔1998〕 901

23 自治省・厚生省との協議 「自治省・厚生省との打合概要」（「中空知五町一市広域化検討専門部会関係綴」所収） 〔1998〕 903

（３） 旭川市の中核市への移行

24 旭川市の中核市移行に伴う引き継ぎ書 「旭川市の中核市移行に伴う引き継ぎ書」（旭川市「平成11年度 行政事務改善関係書(北海道との協議）№1」所収） 2000 905

25 一九七〇年代の保健所設置構想 「市立保健所の組織ならびに事業予算等について（照会）」（旭川市「昭和49年度 市立保健所建設等関係書」所収） 1974 907

第四節 市町村⾃治の諸相

（１） 旭川医大の誘致

26 市の構想に対する道の意見 「大学問題調査特別委員会関係資料」（旭川市「昭和43年度国立大学誘致関係書No.2（大学問題調査特別委員会関係）」所収） 1968 908

27 市による政権党・関係省庁への陳情 「復命簿（国立旭川大学誘致等推進事務折衝のため）」（旭川市「昭和44年度国立大学誘致関係書」所収） 1970 909

（２） 奈井江町の子ども政策

28 子どもの権利に関する条例制定 「奈井江町「⼦どもの権利に関する 条例」の策定にあたって（答申）」（奈井江町教育委員会「⼦ども権利条例」所収） 2002 911

29 奈井江町合併に関する子ども投票 「奈井江町合併問題に関する子ども投票実施要綱」（同「権利条例視察外」所収） 2003 913

（３） 市町村による環境政策

30 釧路市のラムサール条約会議誘致の背景 『ラムサール条約釧路会議「四方山話」』 2017 914

31 斜里町の知床一〇〇平方メートル運動 『報告集／未来につなぐしれとこの夢 知床100平方メートル運動の記録』 2010 916

32 下川町の森林を核としたまちづくり 『森は光り輝く』 1998 917
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表題 資料名 発行年月日 頁

（４） ⾃衛隊と地方⾃治体 ―旭川市

33 除雪作業に対する自衛隊の協力 「除雪に対する自衛隊の協力に関する協定書」（旭川市「昭和51年度自衛隊関係書」所収） 1977 920

34 自衛隊と地方自治体との関係 「自衛隊関連問題の考え方」（旭川市「昭和51年度自衛隊関係書」所収） 1973 921

（５） 夕張市の産炭地域振興政策

35 横路知事と中⽥市⻑によって⽰された考え方 「「知事と⼣張市⺠との懇談会」開催結果」（⼣張市「市⻑講演関係綴」所収） 1987 923

36 国と道による産炭地域振興政策 「付属資料」（夕張市「産炭地域臨時措置法」所収） 1991 925

第五節 財政

（１） 固定資産税超過課税問題への対応

37 固定資産税超過課税の理由 『固定資産税の減収補てんに関する仮想問答』 1959 930

38 減収額に対する完全補てんの措置の必要性 『固定資産税の減収補てんに関する仮想問答』 1959 930

（２） 市町村財政と電気事業

39 電気事業組合に対する市町村費負担の実態 『北海道市町村の辺地における電気事業』 1960 931

（３） 財政健全化（芽室町）

40 財政健全化の基本方針 「昭和六〇年度 芽室町財政健全化計画書」（同「財政健全化計画関係綴」所収） 1985 934

（４） 受益者負担の適正化（釧路市）

41 答申書 「釧路市下水道事業財政の健全化方策についての答申」（「昭和61年度 下水道事業審議会関係」所収） 1986 936

第八章 交通体系

第⼀節 鉄道と地方政治・行政

（１） 石勝線の建設    追分線分岐問題

1 千歳市と国鉄・自衛隊との非公式協議 「千歳―追分間鉄道布設について」（千歳市企画調整課「昭和39年度石勝線関係」所収） 1962 948

2 運輸省鉄道監督局による公式見解 「⽯勝線新設促進期成連合会正副会⻑会議議案」（千歳市企画調整課「昭和40年度⽯勝線関係綴」所収） 1965 951

（２） 天北線のバス転換

3 ⻑大四線としての存続可能性 「天北線対策協議会議案」（「63（１〜９⽉） 天北線対策協議会」所収） 1988 953

4 廃線の決定と政治決着の余波 「陳情書 天北線の対策について」（「63（９〜12⽉） 天北線対策協議会」所収） 1988 956
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表題 資料名 発行年月日 頁

5 幕別駅から恵北駅への名称変更の経緯 「字の名称変更について」（同「38年度 字名（幕別）改称関係綴」所収） 1963 956

（３） 北海道新幹線函館延伸・新駅問題

6 函館駅への新幹線乗り入れの課題 「鉄建公団札幌工事事務所との打合せ要旨」（函館市企画部計画推進室「総合交通体系関係書（北海道新幹線関係書）」所収） 1995 958

7 フル規格実現への諸課題 「鉄建公団札幌工事事務所との打合せ要旨」（函館市企画部計画推進室「総合交通体系関係書（北海道新幹線関係書）」所収） 1995 959

8 一九九〇年代半ばの整備新幹線問題の状況 「事務引継書」（函館市企画部計画推進室「総合交通体系関係書（北海道新幹線関係書）」所収） 1996 962

第⼆節 空港・フェリーをめぐる政治と外交

（１） 新千歳空港

9 千歳開発と国連調査団（一九五七）

 ①千歳市の都市計画構想 「東京都立大学 磯村英一教授よりの案内状」（千歳市総務課「昭和三十五年国連調査団関係」所収） 1959 964

 ②発展の鍵としての千歳空港 「千歳空港ターミナル整備について」（千歳市総務課「昭和三十五年国連調査団関係」所収） 1958 965

10 千歳空港の国際化にむけた調整 「千歳空港の国際化について」（「防衛庁史資料 参事官会議議事要録（５３年）４／４」所収） 1978 966

11 新千歳空港の建設促進と⾃⺠党 「復命書」（「昭和51〜57年度 政党陳情関係」所収） 1981 968

12 国際エアカーゴ基地構想と千歳市⻑ 「国際エアカーゴ基地説明会」（「Ｓ62国際エアカーゴ基地関係」所収） 1987 969

13 大韓航空機の新千歳空港就航

 ①第⼆航空団への運動 「電話・（口頭）処理票」（「平成元年度ソウル線開設（大韓航空）」所収） 1988 972

 ②横路知事の大韓航空本社訪問 「大韓航空本社訪問報告書」（「平成元年度ソウル線開設（大韓航空）」所収） 1988 973

（２） サハリン定期航路

14 サハリン定期航路開設検討委員会

 ①「不定期航路」というオルタナティブ 「第１回サハリン定期航路開設検討委員会、ワーキンググループ会議」（「稚内・サハリン定期航路開設検討委員会」所収） 1993 975

 ②稚内・コルサコフ合同会議の進展 「サハリン定期航路開設検討委員会ワーキンググループ会議」（「稚内・サハリン定期航路開設検討委員会」所収） 1993 976

 ③⽇本側とサハリン側のすれ違い 「復命書北海道航路問題検討委員会会議」（「サハリン定期航路ワーキンググループ」所収） 1993.11.15 978

15 航路の実現と各所への御礼（一九九四） 「御礼電報の送付方について」（「稚内・サハリン定期航路開設検討委員会」所収） 1994 980

第九章 現代北海道政治史のなかのアイヌ⺠族

第⼀節 戦後改⾰期におけるアイヌ⺠族と政治

（１） 社団法人北海道アイヌ協会の結成と活動

1 北海道アイヌ協会設立に向けた動きを伝える新聞記事 『北海道新聞』 1946.1.26 998
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表題 資料名 発行年月日 頁

2 北海道アイヌ協会の設立を伝える記事 『北海道社会事業』一四四号 1946.3 998

3 北海道アイヌ協会設立総会の案内状 〔山本多助宛北海道アイヌ協会設立準備委員書簡〕 1946 999

4 北海道アイヌ協会創設時の定款 『アイヌ史 資料編３』 1990 1,000

5 辺泥和郎らによる要請活動の日誌 『アイヌ史 資料編３』 1990 1,004

6 北海道アイヌ協会による「アイヌ⺠族甦⽣援護ニ関スル嘆

願」（日本語）

『国立アイヌ⺠族博物館研究紀要』一号（⼆〇⼆⼆） 2022 1,013

7 北海道アイヌ協会による「アイヌ⺠族甦⽣援護ニ関スル嘆

願」（英語）

『国立アイヌ⺠族博物館研究紀要』一号（⼆〇⼆⼆） 2022 1,021

8 北海道アイヌ協会⻑万部⽀部の結成を報じる新聞記事 『⻑万部⺠報』四号 1946.4 1,026

（２） 戦後社会の中でのアイヌ⺠族の活動

9 『アイヌ新聞』創刊の辞 『アイヌ新聞』 1946.3.1 1,027

（３） 道政・国政・占領軍の認識と動き

10 『北海道概況』における「旧土人」の項目の記述（一九五

〇年、一九五五年）

『北海道概況』 1951,1956 1,028

11 北海道アイヌ協会代表とGHQジョセフ・M・スウィング少

将との会談に関する回相談

『アイヌ史 資料編３』 1990 1,032

第⼆節 「戦後⺠主主義社会」のなかのアイヌ⺠族

（１） 北海道アイヌ協会再建と北海道ウタリ協会への改称

12 北海道アイヌ協会の再建総会開催の案内文 『アイヌ史 資料編３』 1990 1,037

13 北海道アイヌ協会一九六一（昭和三六）年度総会記録 『アイヌ史 資料編３』 1990 1,038

（２） 「ウタリ福祉対策事業」の展開と北海道ウタリ協会の支部拡充

14 一九七〇年代前半における北海道ウタリ協会の活動 『先駆者の集い』二号、三号、七号 1971,1972,1974 1,042

（３） 社会に向けた発言

15 『アヌタリアイヌ』発刊の趣意書 「月刊新聞「アヌタリアイヌ―我ら人間―」発刊趣意書」 1973 1,047

16 道の施策とウタリ協会の活動に対する多様な意見 『アヌタリアイヌわれら人間』二号 1973.7 1,049

第三節 「⺠族としての権利が尊重される社会」に向けて

（１） 先住⺠族としての権利保障へ
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表題 資料名 発行年月日 頁

17 「北方領土」返還要求運動に関する北海道ウタリ協会特別

委員会の中間報告

「「北方領土」返還要求運動に関する特別委員会討議の中間報告」 1982 1,053

18 北海道ウタリ協会による、「北方領土」返還運動のあり方

に対する方針

「「北方領土」問題に関する基本方針（案）」 1983 1,053

19 北海道ウタリ協会による、「千島列島のアイヌ⺠族先住に

関する資料」（抄）

『千島列島のアイヌ⺠族先住に関する資料』 1983 1,054

20 アイヌ⺠族に関する法律（案） 『アイヌ史の要点』 1984 1,056

21 北海道ウタリ協会による「新法制定を考える集い」 「アイヌ⺠族の新法制定を考える集い」 1987 1,061

22 総理大⾂による「単一⺠族国家」発⾔等に関する抗議活動 『先駆者の集い』 1,066

23 ウタリ問題懇話会報告書（抄） 「アイヌ⺠族に関する新法問題について」 1988 1,072

24 「赤れんが百年祭」に対する公開質問状 「「赤レンガ100年祭」実施計画（案）に関する公開質問状」 1988 1,077

25 北海道知事選挙におけるアイヌ⺠族からの要望（静内・葛

野辰次郎氏の声）

『アイヌ⺠族の声』 1991 1,079

26 萱野茂の参院本会議での演説 「第百三十一回国会参議院内閣委員会会議録第七号」 1994.11.24 1,081

27 「アイヌ肖像権訴訟」の記録 『アイヌ肖像権裁判全記録』 1988 1,091

28 二風谷ダム訴訟関係資料（判決文） 「札幌地方裁判所 平成五年（行ウ）九号 判決」 1993 1,100

29 ILO条約改訂をめぐる北海道ウタリ協会の国連及び政府へ

の要請（抄録）

「第75回ＩＬＯ総会（1988年）「第６議題：原住⺠及び種族⺠条約（第107号）の一部改正」に対する声明」 1988 1,112

第四節 世界のなかで／新たな法律のもとで

30 アイヌ文化振興法に基づく施策の計画 『アイヌ文化の振興等を図るための施策に関する基本計画』 1999 1,121

第⼀〇章 証言でたどる北海道の政治・行政

第一節 横路孝弘⽒（元北海道知事） 1,137

第⼆節 堀達也⽒（元北海道知事） 1,168

第三節 松本収⽒（元官房⻑官秘書官） 1,198

第四節 ⼩磯修⼆⽒（元釧路公立大学学⻑） 1,217

第五節 寺島光一郎⽒（元⼄部町⻑） 1,243

31


